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平成26年度芦屋市経営健全化審査意見 

（病院事業会計・水道事業会計）の提出について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第 1 項の規定により，審査に付された平成

26年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業会計）決算に係る資金不足比率及びその算

定の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果，その意見を次のとおり提出します。 



平成26年度芦屋市経営健全化審査意見 

（病院事業会計・水道事業会計） 

第１ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）第22条第1項

の規定により，市長から提出された平成26年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業

会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

第２ 審査の期間 

平成27年7月16日から平成27年8月20日まで 

第３ 審査の方法 

本審査は，市長から提出された平成 26 年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業

会計）決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成さ

れているかどうかを主眼として実施した。 

第４ 審査の結果 

 １ 総合意見 

審査に付された平成 26 年度芦屋市公営企業会計（病院事業会計・水道事業会計）決算に係

る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は，いずれも適正に作成されて

いるものと認められる。 

                                        （単位 : ％） 

区    分 
資 金 不 足 比 率 

経営健全化基準 
平成24年度 平成25年度 平成26年度 

病院事業会計 ─ ─ ─ 20.0 

水道事業会計 ─ ─ ─ 20.0 

備考 

１ 資金の不足額が生じない場合の資金不足比率は，「 ─ 」と表示している。 

２ 財政健全化法第23条第１項の規定に基づき，公営企業（法適用企業にあっては繰越欠損金

があるものに限る。）の資金不足比率が経営健全化基準以上である場合には，当該公営企業に

ついて公営企業の経営健全化のための計画を定めなければならない。 
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 ２ 個別意見 

病院事業会計及び水道事業会計に係る資金不足比率の概要は 4 ページ，算定基礎事項等は 5

ページのとおりである。 

  (1) 病院事業会計 

ア 平成26年度決算について，資金不足比率の算定方法による資金の不足額は生じていない。

算定基礎となっている数値については決算内容とも整合しており，特に指摘すべき事項は

ない。 

資金の剰余額は99,029千円であり，前年度の資金の剰余額286,978千円と比較すると，

187,949千円減少（減少率65.49％）している。 

なお，資金の剰余額の事業の規模（営業収益のうち医業収益に係るもの）に対する比率

は，2.3％で，前年度（6.9％）に比べ4.6ポイント低下している。 

イ 参考として，平成26年度決算に係る他の財務分析比率をみると，流動比率（流動資産／

流動負債 ×100）は65.23％で，前年度と比較すると106.85ポイント低下している。 

また，総資本（負債＋資本）における固定負債，流動負債及び自己資本の構成比率をみ

ると，固定負債構成比率は137.81％，流動負債構成比率は14.95％，自己資本構成比率は

△52.76％となっている。 

  (2) 水道事業会計 

ア 平成26年度決算について，資金不足比率の算定方法による資金の不足額は生じていない。

算定基礎となっている数値については決算内容とも整合しており，特に指摘すべき事項は

ない。 

資金の剰余額は1,620,317千円であり，前年度の資金の剰余額703,442千円と比較する

と，916,875千円増加（増加率130.34％）している。 

資金の剰余額の事業の規模に対する比率は，92.1％で，前年度（39.2％）に比べ 52.9

ポイント上昇している。 

イ 参考として，平成 26 年度決算に係る他の財務分析比率をみると，流動比率は 178.37％

で，前年度と比較すると74.86ポイントの低下している。 

また，総資本（負債＋資本）における固定負債，流動負債及び自己資本の構成比率につ

いては，固定負債構成比率が31.62％，流動負債構成比率が6.40％，自己資本構成比率が

61.98％となっている。 

なお，地方公営企業会計制度の改正が行われたが，病院事業会計，水道事業会計ともに資金

不足比率の算定上はその影響が及ばないよう所要の措置が講じられている。 
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 ３ 結び 

以上のとおり，病院事業会計及び水道事業会計に係る平成26年度決算については，いずれも

財政健全化法に定める資金の不足額は生じていない。 

しかしながら，資金不足比率は，1年以内の償還を基準とする短期債務の流動負債と，その

短期債務の償還に充てることができる流動資産の比較により，当年度の資金の過不足のみを

判定する指標であり，資金不足比率が経営健全化基準未満であることのみをもって，経営の

健全性を判断できるものではない。 

また，前年度に総務省が取りまとめた平成25年度決算に基づく算定結果によれば，全国市

区町村全体において，資金不足比率が経営健全化基準以上となった公営企業会計は病院事業

会計でわずか 1 会計，水道事業会計には該当がないにもかかわらず，経営状況の改善に取り

組んでいる団体は多い。 

以上のことから，公営企業会計においては当該比率のみならず，各種経営指標を含めて適切

な管理を行い，経営状況の一層の改善に努められたい。 
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資　　　　料



資金不足比率

 (1)　概要

     資金不足比率は，公営企業会計ごとに算定した資金の不足額の度合いを表す比率であり，資

   金の不足額を事業の規模と比較して指標化し，経営状況の健全度を示すものである。

     本市の公営企業に係る特別会計のうち，地方公営企業法の全部又は一部を適用する企業（法

   適用企業）に係る特別会計は，病院事業会計及び水道事業会計の２会計である。

    [算定式]

資金の不足額が生じない場合は，資金不足額は「─」(なし)

備考

１　資金の不足額 ＝  　流動負債 ＋　
建設改良費等以外の経費
の財源充当地方債現在高

－　流動資産

                 － 解消可能資金不足額

２　解消可能資金不足額 ＝ 事業の性質上，事業開始後一定期間に構造的に資金の

                          不足額が生じる等の事由がある場合において，将来，

                          解消が見込まれる金額として資金の不足額から控除す

　　　　　　　　　　　 　 る額

３　事業の規模 ＝ 営業収益 － 受託工事収益の額

資金不足比率 (％) ＝　
資金の不足額

事業の規模
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(2)　算定基礎事項及び資金不足比率

（単位：千円，％，ﾎﾟｲﾝﾄ）

２４年度 ２５年度 a ２６年度 b 増減 b-a 増減率

 Ａ  資金の不足額 △ 336,404 △ 286,978 △ 99,029 187,949 65.49

（△は資金の剰余額）

 ① 流動負債 1,862,618 398,429 1,139,689 741,260 186.05

 ② 建設改良費等以外の経費 421 215 △ 215 皆減

    の財源充当地方債現在高

 ③ 控除企業債等 342,550 342,550 皆増

 ④ 控除未払金等 0 　　－

 ⑤ 控除引当金等 146,869 146,869 皆増

 ⑥ 流動資産 2,199,443 685,622 743,447 57,825 8.43

 ⑦ 貸倒引当金 5,852 5,852 皆増

 ⑧ 解消可能資金不足額 0 0 0 0 　　－

 Ｂ  事業の規模 3,544,335 4,178,705 4,343,617 164,912 3.95

（営業収益の額  <注> ）        

 資金不足比率の計算 △ 9.5 △ 6.9 △ 2.3 4.6

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％） ポイント

（△は資金剰余の比率）

 資金不足比率 ─ ─ ─ ─

資金の不足額が生じない場合，

資金不足比率は「─」と表示  

 Ａ  資金の不足額 △ 565,539 △ 703,442 △ 1,620,317 △ 916,875 △ 130.34

（△は資金の剰余額）

 ① 流動負債 536,409 459,085 777,266 318,181 69.31

 ② 建設改良費等以外の経費 0 0 0 0 　　－

    の財源充当地方債現在高

 ③ 控除企業債等 224,835 224,835 皆増

 ④ 控除未払金等 394,277 394,277 皆増

 ⑤ 控除引当金等 29,961 29,961 皆増

 ⑥ 流動資産 1,101,948 1,162,527 1,386,425 223,898 19.26

 ⑦ 貸倒引当金 362,085 362,085 皆増

 ⑧ 解消可能資金不足額 0 0 0 0 　　－

 Ｂ  事業の規模 1,789,314 1,792,256 1,758,884 △ 33,372 △ 1.86

（営業収益の額－受託工事収益の額）

 資金不足比率の計算 △ 31.6 △ 39.2 △ 92.1 △ 52.9

【計算式】Ａ÷Ｂ×100（％） ポイント

（△は資金剰余の比率）

 資金不足比率 ─ ─ ─ ─

資金の不足額が生じない場合，

資金不足比率は「─」と表示  

 <注> 病院事業会計の営業収益 ＝ 医業収益（うち，一般会計繰入金は救急医療及び医療相談に係る負担金とする。）

水
道
事
業
会
計

区          分

病
院
事
業
会
計

①＋②－③
－④－⑤－
⑥－⑦－⑧

①＋②－③
－④－⑤－
⑥－⑦－⑧
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